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東京の水道の概要

東京都 （参考）神戸市

給水人口（人） 約　1,205万 約　151万

給水面積（km２） 約　 1,222 約　　342

給水施設能力（ｍ３／日） 　　686万 約　 90万

給水戸数（戸） 約 　631万 約　 72万

導送配水管延長（km） 約　2万5千　　　 約　 5千

一日平均配水量（ｍ３） 約　 441万 約　 55万

（※２） （※３）

（※４）

１１※１　数値は、平成15年度地方公営企業決算の状況（総務省）調による　　　※２　平成15年度末・東京都調べ

※３　平成14年度水道統計（日本水道協会）による　※４　Ｈ１６．９変更　　



東京都水道局の震災対策体系

東京都震災対策条例

※従来の震災予防条例の改正

発災前 発災後

災害対策基本法

（都）

東京都地域防災計画　震災編
（Ｓ３８策定（Ｈ１５修正））

東京都震災対策事業計画
（Ｈ１４年～　※Ｓ４８から震災予防計画として実施）

整　合 整　合（水道局）

東京都水道局

震災応急対策計画
（※Ｓ４８の震災予防計画にあわせ計画）

東京都水道局

震災対策事業計画
（Ｈ１４年～　※Ｓ４８から震災予防計画として計画） ２２



東京都水道局の震災対策

水
道
局
震
災
対
策

水道局震災対策事業計画
（平成１４～１６年度）

水道局震災対策事業計画
（平成１４～１６年度）

水道局震災応急対策計画
（平成１２年１月改定）

水道局震災応急対策計画
（平成１２年１月改定）

施設の耐震性強化施設の耐震性強化

飲料水の確保飲料水の確保

基本態勢基本態勢

応急給水計画応急給水計画

復旧計画復旧計画

訓練及び研修訓練及び研修
３３



施設の耐震性強化

送配水管の取替え

施
設
の
整
備
補
強

送配水管

貯・取・導水施設 貯水池の堤体強化

自家発電設備及び次亜塩素酸ﾅﾄ
ﾘｳﾑの整備

給水所 給水所の拡充

施設の耐震診断・耐震改修

給水装置

浄水施設

送配水施設

耐震性の評価及び補修

給水管のステンレス化及び75mm
以上給水管の耐震化

送水管ネットワークの構築

配水区域のブロック化

施
設
の
耐
震
性
強
化

施
設
の
耐
震
性
強
化

シ
ス
テ
ム
の
強
化

送配水施設

４４



貯水池の堤体強化

：堤体部

山口貯水池堤体強化

村山下貯水池堤体強化

上流抑え盛土

現堤体敷

下流抑え盛土

現堤体敷

下流抑え盛土

５５



管路の耐震化①　～耐震化指標の推移～
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ダクタイル化率 ：取替済延長／配水管管理延長（2003末：24,782km）

ステンレス化率 ： ステンレス給水取出数／全給水取出数（2003末：200万栓） ９９%

９７%

７６%

８９%

◎

阪神・淡路大震災

Ｈ１５年度末

６６



管路の耐震化②　

○耐震継手管を平成10年度から全面採用

○耐震継手管等割合 ‥‥ １６％（区部　Ｈ１５）

挿し口突部

(ダクタイル鋳鉄管耐震継手)
伸　縮

離脱防止

ロックリング

「阪神淡路大震災時に被害なし」
７７



水道システムの強化　
〔送水管ネットワークの概念図〕
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８８



〔配水区域ブロック化の概念図〕

浄水場

給水所給水所間の送水
管ネットワーク

配水本管ブロック
のネットワーク

配水本管
ブロック

配水小管
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配水小管ブロック
のネットワーク

９９



水道施設における耐震化長期目標水道施設における耐震化長期目標

おおむね１０年以内に達成を目指すべき施設整備長期目標

送配水管取替

経年管の解消率

初期ダクタイル管
の解消率

９２％ １００％

４％ ３０％

震災時にお
ける管路被
害の低減

停電時の給水確保率 ６２％ １００％

自家発電の整備

停電による
断水の回避

１０１０



水道施設耐震化基本方針
目　的：効率的かつ効果的に水道システム全体の　　　　
　

目　的：効率的かつ効果的に水道システム全体の　　　　
　

○耐震化の進め方○耐震化の進め方

公平給水するために必要な「給水確保施設」公平給水するために必要な「給水確保施設」

① 耐震水準の設定　　　　各水道施設の耐震性能目標を設定① 耐震水準の設定　　　　各水道施設の耐震性能目標を設定

②優先して耐震化する施設の選定②優先して耐震化する施設の選定

　耐震化を図る　耐震化を図る

①所定の耐震性能無し

評価

③被害の影響が大

②バックアップﾟ施設無し

「耐震化優先施設」「耐震化優先施設」
１１１１



飲料水の確保

～どの地点からも片道２km以内に給水拠点を整備～

給水拠点の
整備

応急給水用資機材の整備

応急給水用資機材収納倉庫の設置

応急給水用給水設備の整備・改良

飲
料
水
の
確
保

飲
料
水
の
確
保

応急給水槽
の整備

応急給水槽の建設

小規模応急給水槽の建設

1,500 ｍ３槽（54基）

100 ｍ３槽（19基）

浄水場、給水所の
活用（122箇所）

※箇所数はＨ１７．１

１２１２



応急給水槽概念図

自家用発電設備

緊急遮断弁

応急給水栓

応急給水ポンプ 流出管

給水槽 流入管

１３１３



小規模応急給水槽概念図

Ｐ

Ｖ

Ｐ

Ｖ

応急給水栓
エンジンポンプ

手押しポンプ

緊急遮断弁

流出管
仕切弁

給水槽

流入管

１４１４



給水拠点の現況　（平成17年1月末現在）

○給水拠点まで２ｋｍの範囲面積「充足率」 ９６％

応急給水槽(73箇所)

浄水場・給水所等(122箇所)

（Ｈ１６.４）

１５１５



震災応急対策計画震災応急対策計画
○応急対策諸活動を円滑に遂行するため

迅速・的確に実施できる態勢づくり

　一刻も早い平常給水への回復

　可能な限りの飲料水の確保

　給水対策本部の業務を明確化

１６１６



震
災
応
急
対
策
計
画

迅速、的確な
応急対策の実施

段階的
応急給水の実施

１日も早い復旧

発災時への備え

基本態勢

応急給水計画

復旧計画

訓練及び研修

給水対策本部の設置
夜間休日の初動態勢
発災後及び警戒宣言発令時の態勢
情報連絡体制

都、区及び市町の役割分担

復旧優先順位の決定
（段階的な管路復旧計画の策定）
協力関係の確保

総合訓練
個別訓練
職員研修

１７１７



給水対策本部の設置給水対策本部の設置

災害対策本部（東京都）

必要な対策を迅速かつ
効果的に実施する

給水対策本部（水道局）

○　震災時の指揮命令系統の明確化
○　職員の活動態勢の確立

１８１８



夜間・休日の初動態勢夜間・休日の初動態勢

給水対策本部
（都庁舎）

参集

連携

あらかじめ局長が指定する管理職員

局の災害対策職員住宅に入居している職員

水道特別作業隊待機職員

各事業所 待機、交替勤務職員

１９１９



情報連絡体制情報連絡体制

給水対策本部
（都庁舎）

震災情報システム

平常時
NTTデシタル専用回線

NTT回線不通時
衛星携帯電話回線

水運用専用回線

東京都防災行政無線

業務用移動無線

音声通信 データ通信

各事業所

２０２０



震災情報システム

震災情報サーバ 地図サーバ

出先事業所

有線不通

計算センター

衛 星
ｱ ﾝ ﾃ ﾅ

携帯
電話

出 先 事 業 所

ﾓﾃﾞﾑ

地図サーバ

衛星ｱﾝﾃﾅ

携帯
電話

水道局本部

震災情報サーバ

ﾓﾃﾞﾑ

ＴＳ－ＮＥＴ

通信衛星

地上基地

２１２１



都と区市町の役割分担都と区市町の役割分担

応急給水槽

資器材等の設営

応急給水

区　市　町

資器材等の設営

応急給水

浄水場・給水所等

水　道　局

区　市　町

仮設給水栓（消火）
応急仮配管

資器材等の設営

応急給水

水　道　局

区市町と協力して行う

水の車両輸送について、区市町村の協力の下に、水道局が行う。
２２２２



復旧優先順位の決定復旧優先順位の決定
（段階的な管路復旧（段階的な管路復旧計画計画の策定）の策定）

送配水管

第一次重要路線

第二次重要路線

送水管・主要配水本管

第一次重要路線に準ず
る路線で避難場所、応
急給水槽に至る路線

　配水管の通水に支障となる給水管

　医療機関、福祉施設等への給水管など

給水管

２３２３



（協定等によりあらかじめ協力要請を行い、配備態勢の強化を図る）

水　道　局

１３大都市

復旧用管材の供給業界団体

千葉県

応急復旧工事関係

車両の供給関係

応急給水用資器
材の供給

燃料の供給

日本水道協会

及び

協力関係の確保協力関係の確保

２４２４



（協定等によりあらかじめ協力要請を行い、配備態勢の強化を図る）

水　道　局

１３大都市

復旧用管材の供給業界団体

千葉県

応急復旧工事関係

車両の供給関係

応急給水用資器
材の供給

燃料の供給

日本水道協会

及び

協力関係の確保協力関係の確保

２５２５



（協定等によりあらかじめ協力要請を行い、配備態勢の強化を図る）

水　道　局

１３大都市

復旧用管材の供給業界団体

千葉県

応急復旧工事関係

車両の供給関係

応急給水用資器
材の供給

燃料の供給

日本水道協会

及び

協力関係の確保協力関係の確保

２６２６


